
２ 　 解説

（ １ ） 就職差別につながるおそれのある1 4事項

～就職差別につながるおそれのある 1 4 事項～

　 次の①～⑪の事項を、 応募用紙（ エント リ ーシート やアンケート 等も含む） に記入

させる・ 面接時に尋ねる・ 作文の題材と する等によって把握することや⑫～⑭を実施

することは、就職差別につながり ます（ 下記の 14事項に限られるわけではありません）。

〈 本人に責任のない事項の把握〉

　 ①「 本籍・ 出生地」 に関すること

　 ②「 家族」 に関すること （ 職業・ 続柄・ 健康・ 病歴・ 地位・ 学歴・ 収入・ 資産など）

　 ③「 住宅状況」 に関すること （ 間取り ・ 部屋数・ 住宅の種類・ 近隣の施設など）

　 ④「 生活環境・ 家庭環境など」 に関すること

〈 本来自由であるべき事項（ 思想・ 信条にかかわること ） の把握〉

　 ⑤「 宗教」 に関すること

　 ⑥「 支持政党」 に関すること

　 ⑦「 人生観・ 生活信条など」 に関すること

　 ⑧「 尊敬する人物」 に関すること

　 ⑨「 思想」 に関すること

　 ⑩「 労働組合（ 加入状況や活動歴など）」、「 学生運動などの社会運動」 に関すること

　 ⑪「 購読新聞・ 雑誌・ 愛読書など」 に関すること

〈 採用選考の方法〉

　 ⑫「 身元調査など」 の実施

　 ⑬「 本人の適性・ 能力に関係ない事項を含んだ応募書類」 の使用

　 ⑭「 合理的・ 客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断」 の実施

（ 注１ ）「 戸籍謄（ 抄） 本」 や本籍が記載された「 住民票（ 写し ）」 を提出させることは、

①の事項の把握に該当すること になり ます。

（ 注２ ）「 現住所の略図等」 を提出さ せること は、 ③④などの事項を把握したり 、 ⑫の

「 身元調査」 につながる可能性があり ます。

（ 注３ ）⑭は、採用選考時において合理的・ 客観的に必要性が認められない「 健康診断書」

を提出させることを意味します。
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　〈 本人に責任のない事項の把握〉

①「 本籍・ 出生地」 に関すること 〔「 戸籍謄（ 抄） 本」「 住民票（ 写し ）」 の提出〕

　 生まれたところ、 育ったと ころは、 本人に責任のない事項であって、 それを知ろう

とすること は、 予断や偏見でそれらを採否の判断基準にし 、 特定の人々を排除するこ

とになり 、 就職差別となり ます。 人を雇う のに本籍を問う 必要はあり ません。 選考に

あたって戸籍謄（ 抄） 本や本籍が記載された「 住民票（ 写し ）」 の提出を求め、 本籍・

出生地を調べることは、 本人の能力、 適性及び意欲に全く 無関係であって、 就職差別

につながり ます。

②「 家族」 に関すること （ 職業・ 続柄・ 健康・ 病歴・ 地位・ 学歴・ 収入・ 資産など）

　 本人の適性や能力を判断するために、「 親の職業」 を聞く 必要はあり ません。 面接

試験で「 親の職業」 を聞く ことによって予断と偏見による判断がなされることになり

ます。 家族の職業や家族関係（ 続柄、 同居、 別居や両親又は父・ 母のいない家庭）、

家族の健康（ 障がい・ 病気） など、 本人に責任のない事項を採否の判断基準とするこ

とは就職差別につながり ます。

　 また、 家族の地位、 収入、 資産についても、「 会社に損害を与えた場合の補償能力」

を知ろう と する意図がみられます。 家族の地位、 収入、 資産の多少によって本人の勤

務意欲や就業能力を計ること はできません。 これらを採否の判断基準とすることは就

職差別につながり ます。

③「 住宅状況」 に関すること （ 間取り ・ 部屋数・ 住宅の種類・ 近隣の施設等）

　 自宅が「 借家住まいかどう か、 部屋数、 畳数は」 という 質問は、 家庭の経済状況を

判断しよう とするものであり 、 住宅の種類や近隣の施設に関する質問は、 居住地域の

状況を把握することにつながり ます。 本人の適性・ 能力に関係のない「 住宅状況」 を

採否の判断基準とすることは、 就職差別につながり ます。

④「 生活環境・ 家庭環境など」 に関すること 〔「 現住所の略図等」 の提出〕

　 本人の適性・ 能力に関係のない「 生活環境」「 家庭環境」 を採否の判断基準と する

ことは、 就職差別につながり ます。 また、「 現住所（ 自宅付近） の略図等の提出」 を

求めること は、 居住地域の状況などを把握することや、 ⑫の「 身元調査」 をすること

にもつながり ます。 通勤経路の把握などのために用いる場合は、 入社後に把握すれば

よく 、 採用選考時に把握する必要性はあり ません。
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　〈 本来自由であるべき事項（ 思想・ 信条にかかわること ） の把握〉

⑤「 宗教」 に関すること

　 宗教を採否の判断基準とすることは、憲法で保障された「 信教の自由」（ 憲法第20条）

に反するものです。

⑥「 支持政党」 に関すること

　 支持政党を採否の判断基準とすることは、憲法で保障された「 思想及び良心の自由」

（ 憲法第19条） に反するものです。

⑦「 人生観・ 生活信条など」 に関すること

　 人はそれぞれ人生観や生活信条をもっています。 それを偏見によって一方的に評価

することは、 憲法で保障さ れた「 思想及び良心の自由」 （ 憲法第19条） に反するもの

です。

⑧「 尊敬する人物」 に関すること

　 尊敬する人物を尋ねること によって「 思想」 や「 生活信条」 を引き出そう とするも

ので、 憲法で保障された「 思想及び良心の自由」（ 憲法第19条） に反するものです。

⑨「 思想」 に関すること

　 思想に関することを採否の判断基準とすること は、 憲法で保障された「 思想及び良

心の自由」（ 憲法第19条） に反するものです。

⑩「 労働組合（ 加入状況や活動歴など）」、「 学生運動などの社会運動」 に関すること

　 労働組合の加入状況や活動履歴、 学生運動などの社会運動に関することを採否の判

断基準とすることは、憲法で保障された「 思想及び良心の自由」（ 憲法第19条）「 集会・

結社・ 表現の自由」（ 憲法第21条） に反するものです。

⑪「 購買新聞・ 雑誌・ 愛読書など」 に関すること

　 購買新聞・ 雑誌・ 愛読書などを尋ねて採否の判断基準と すること は、「 思想及び良

心の自由」（ 憲法第19条）「 集会・ 結社・ 表現の自由」（ 憲法第21条） に反するものです。

　〈 採用選考の方法〉

⑫「 身元調査など」 の実施

　 興信所などに依頼したり 、 近隣の人などから聞き取ったり して、 住居、 生活、 家族

などの状況を調べる身元調査は、 就職差別につながり ます。 調査内容が採用しよう と

する本人の職務内容と関係のないものであるばかり か、 その調査結果に、 無責任な風

評、 偏見、 予断といったものが入り 、 真実がゆがめられて報告されることが少なく あ

り ません。 身元調査は実施し てはいけません。
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⑬「 本人の適性・ 能力に関係ない事項を含んだ応募書類」 の使用

　 会社独自の社用紙には、 本人に責任のない事項である「 本籍地」 をはじめ「 家族の

続柄、 職業、 収入など」「 支持政党」「 自宅付近の地図」 など、 就職差別につながる事

項が含まれていることがあり ます。

　 このため、 新規中学校及び高等学校卒業予定者の場合、 就職差別につながる事項が

含まれない応募用紙としてそれぞれ「 職業相談票（ 乙）」「 全国高等学校統一用紙」 が

全国統一的に定められていますので、 これらを使用し 「 社用紙」 は使わないよう にし

てく ださい。

　 また、 新規大卒等予定者の場合は、 厚生労働省が示す「 新規大学等卒業予定者用標

準的事項の参考例」 に基づいた応募用紙（ 履歴書、 自己紹介書）、 または「 厚生労働

省履歴書様式例」 を使用すると と もに、その他の求職者は「 厚生労働省履歴書様式例」

を使用してく ださい。

⑭「 合理的・ 客観的に必要性が認められない採用選考時の健康診断」 の実施〔「 健康診

断書」 の提出〕

　 採用選考における血液検査等の「 健康診断」 及び「 健康診断書」 の提出は、 応募者

の適性と 能力を判断する上で必要のない事項を把握する可能性があり 、 結果と し て、

就職差別につながるおそれがあり ます。 したがって採用選考時の「 健康診断」及び「 健

康診断書」 の提出は、 その必要性を慎重に検討し 、 それが応募者の適性と能力を判断

する上で合理的かつ客観的に必要である場合を除いて実施しないでく ださい。

（ ２ ） 求職者等の個人情報の取扱い

　 職業安定法では、 労働者の募集業務の目的の達成に必要な範囲内で、 募集に応じて労

働者になろう と する者等の個人情報を収集、 保管、 使用しなければならない旨を規定し

ています。 また、 あわせて、 法に基づく 指針が公表され、 原則として収集してはならな

い個人情報等を規定しています。

次の個人情報の収集は原則認められません。

●人種、 民族、 社会的身分、 門地、 本籍、 出生地その他社会的差別の原因となるおそれのある事項

　 ・ 家族の職業、 収入、 本人の資産等の情報

　 ・ 容姿、 スリ ーサイズ等差別的評価につながる情報

●思想及び信条

　 ・ 人生観、 生活信条、 支持政党、 購読新聞・ 雑誌、 愛読書
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